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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転によって容積を減じて媒体の圧縮を行う圧縮機本体と、該圧縮機本体の吐出口から
排出した圧縮媒体を流通させる吐出配管と、前記圧縮機本体への前記圧縮媒体の逆流を遮
断する逆止弁と、前記圧縮媒体の所定量の逆流が可能であり前記圧縮機本体からの前記圧
縮媒体の順流は許す逆流制御弁とを有し、
　前記逆止弁と前記逆流制御弁を前記吐出配管を介して直列に配置し、
　前記逆流制御弁は、ボール式逆流制御弁またはディスク弁式逆流制御弁であることを特
徴とする回転式容積型圧縮機。
【請求項２】
　請求項１記載の回転式容積型圧縮機であって、
　前記圧縮機本体は、旋回スクロールと固定スクロールとを備えたスクロール式の圧縮機
本体であることを特徴とする回転式容積型圧縮機。
【請求項３】
　請求項２記載の回転式容積型圧縮機であって、
　前記圧縮機本体を駆動するＰＭモータと、該ＰＭモータをインバータ制御する制御部を
有することを特徴とする回転式容積型圧縮機。
【請求項４】
　請求項３記載の回転式容積型圧縮機であって、
　前記制御部は、前記旋回スクロールの回転を検知する逆回転検知部を備えることを特徴
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とする回転式容積型圧縮機。
【請求項５】
　請求項３記載の回転式容積型圧縮機であって、
　前記ＰＭモータは、シャフトの軸方向にロータとステータを対向させた構造のアキシャ
ルギャップ型回転モータであることを特徴とする回転式容積型圧縮機。
【請求項６】
　請求項１記載の回転式容積型圧縮機であって、
前記圧縮機本体の吐出口と前記逆止弁との間に前記吐出口から排出した圧縮媒体を冷却す
るアフタクーラを配置したことを特徴とする回転式容積型圧縮機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、スクロールなどの回転によって容積を減じて媒体の圧縮を行う回転式容積型
圧縮機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　圧縮機には、容積を減じて圧縮を行う容積型と遠心力により圧縮する遠心型がある。ま
た、容積型圧縮機は、スクロールなどの回転によって容積を減じて圧縮を行う回転式容積
型圧縮機と、ピストンの往復運動によって圧縮を行う往復容積型圧縮機に分けられる。な
お、回転式容積型圧縮機には、スクロール式圧縮機やスクリュー式圧縮機等が知られてい
る。
【０００３】
　一般的に、回転式容積型圧縮機は、空気を圧縮する空気圧縮機の場合、圧縮機本体内の
圧縮室で圧縮された圧縮空気を吐出口から吐出配管を介して外部の空気タンクに吐出させ
る構成となっている。このような従来の回転式容積型圧縮機においては、圧縮機の運転を
停止すると、空気タンク内の圧縮空気が圧縮機本体の圧縮室内に逆流して回転部分が逆回
転し、これによって音が発生するという不具合があった。そこで、この問題を解決するた
めに圧縮機本体の吐出口と空気タンクとの間に逆止弁を設けることで圧縮空気の逆流を抑
える方法が知られている。
【０００４】
　本技術分野の背景技術として、特開平１１－１８２４８０号公報（特許文献１）がある
。特許文献１には、回転運動により気体を圧縮する圧縮機本体と、該圧縮機本体により圧
縮された圧縮気体を冷却するアフタクーラと、該アフタクーラで冷却された後の圧縮気体
を貯えるタンクとを備えてなる回転式圧縮機において、前記圧縮機本体とアフタクーラと
の間には、圧縮気体が前記アフタクーラに向けて流通するのを許し、逆向きの流れを遮断
する第１の逆止弁を設け、前記アフタクーラとタンクとの間には、前記アフタクーラから
の冷却された圧縮気体が前記タンクに向けて流通するのを許し、逆向きの流れを遮断する
第２の逆止弁を設ける構成としたことを特徴とする回転式圧縮機が開示されている。
【０００５】
　また、特開平７－１３９４７７号公報（特許文献２）がある。特許文献２には、圧縮機
本体と、該圧縮機本体から吐出される圧縮空気を貯える空気タンクとを備え、前記圧縮機
本体の吐出ポートと空気タンクとの間を接続する吐出通路には、前記圧縮機本体の圧縮空
気が吐出ポートから空気タンクに流通するのを許可し逆向きに流通するのを阻止する逆止
弁と、該逆止弁を迂回して設けられ前記空気タンクから圧縮機本体に向けて圧縮空気が逆
流するときの流速を規制する流速規制手段と、前記逆止弁と流速規制手段とを選択的に切
換える切換弁とを設けたことを特徴とするスクロール式空気圧縮機が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－１８２４８０号公報
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【特許文献２】特開平７－１３９４７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１では、圧縮運転を停止したときには、圧縮機本体とタンクとの間に残留した
圧縮空気が圧縮機本体側に漏れて逆流するのを第１の逆止弁により阻止できる。そして、
タンク内の圧縮空気が圧縮機本体側に漏れて逆流するのを第２の逆止弁により阻止するこ
とができる。しかし、第１及び第２の逆止弁が故障し動作不良を起こし正常に機能しなく
なった場合には、圧縮運転を停止したときに、旋回スクロールが運転時とは逆方向に高速
回転してしまい、遠心力による破損等の圧縮機本体の寿命を早めるという問題がある。ま
た、第２の逆止弁のみが動作不良を起こした場合には、第１の逆止弁により圧縮空気の逆
流を阻止できるので、第２の逆止弁が故障したかを判断できないという問題がある。
【０００８】
　また、特許文献２は、圧縮運転停止時に、空気タンク内の圧縮空気を、流速を規制する
流速規制手段により規制して圧縮機本体に向けて逆流させ、吸込フィルタの粉塵等を除去
することが記載されている。なお、流速規制手段である絞り弁は逆止弁と並列に設けられ
ており、それらを切替える構成としている。特許文献２は、圧縮運転停止時に圧縮空気の
逆流を阻止する目的ではなく、むしろ積極的に圧縮空気の逆流を利用する点が記載されて
いる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、上記背景技術及び課題に鑑み、その一例を挙げるならば、回転式容積型圧縮
機であって、回転によって容積を減じて媒体の圧縮を行う圧縮機本体と、圧縮機本体の吐
出口から排出した圧縮媒体を流通する吐出配管と、圧縮機本体への圧縮媒体の逆流を遮断
する逆止弁と、圧縮媒体の所定量の逆流が可能な逆流制御弁とを有し、逆止弁と逆流制御
弁を吐出配管を介して直列に配置した構成とした。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、逆止弁が故障したかを判断でき、圧縮運転停止時の圧縮機本体の寿命
低減を防止できる回転式容積型圧縮機を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施例におけるスクロール圧縮機の全体構成のブロック図である。
【図２】実施例における圧縮機本体とモータが一体となったスクロール式圧縮機本体の横
断面図である。
【図３】実施例におけるボール式逆流制御弁の構成図である。
【図４】実施例におけるディスク弁式逆流制御弁の構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施例を図面を用いて説明する。
【実施例１】
【００１３】
　本実施例では、回転式容積型圧縮機として、スクロール式圧縮機を用いて空気を圧縮す
るスクロール圧縮機を例にとって説明する。
【００１４】
　図１は、本実施例におけるスクロール圧縮機の全体構成のブロック図である。図１にお
いて、１は圧縮機本体と圧縮機本体を駆動するモータが一体となったスクロール式圧縮機
本体、２はモータをインバータ制御する制御部を有するインバータ、３は電源、４はスク
ロール式圧縮機本体１で圧縮した圧縮空気の吐出口と接続する吐出配管、５はスクロール
式圧縮機本体１から吐出される高温の圧縮空気を冷却する第１のアフタクーラ、６は吐出
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配管４で接続された圧縮空気を蓄える空気タンクからの圧縮空気の逆流を遮断する逆止弁
、７はさらに圧縮空気を冷却する第２のアフタクーラ、８は圧縮空気の逆流を完全には遮
断せず流量を制限し所定量の逆流が可能な逆流制御弁、９は圧縮空気の湿度を低減するエ
アードライヤである。エアードライヤ９の吐出側は図示しない空気タンクに吐出配管４に
よって接続される。
【００１５】
　なお、第２のアフタクーラ７やエアードライヤ９は省略しても良い。また逆止弁６と逆
流制御弁８は接続順が逆でも良い。
【００１６】
　また、図２は、本実施例における圧縮機本体とモータが一体となったスクロール式圧縮
機本体１の横断面図である。図２において、モータ２０は、アキシャルギャップ型回転モ
ータであって、１ステータ２ロータ型を示している。ステータ２１は、モータケーシング
２４のシャフト２３の軸方向中央部に配置、固定され、２つのロータ２２が、シャフト２
３の軸方向にステータ２１と対向しステータ２１を挟む形で配置される。軸方向にロータ
とステータを対向させた構造であるため、ラジアルギャップ型に比べて軸方向長さを短く
でき、モータ自体を薄型化できる特徴がある。なお、２５は冷却ファンである。
【００１７】
　また、圧縮機本体１０は、主として、旋回スクロール１１と固定スクロール１２を備え
、旋回スクロール１１は、シャフト２３によって旋回運動を行い、渦巻状のラップ部が立
設された固定スクロール１２と対面する位置で該固定スクロールのラップ部との間に複数
の圧縮室を画成する渦巻状のラップ部が立設されており、固定スクロール１２との間に構
成される圧縮室を中心に向かうに従い縮小させることで圧縮を行う。１３が圧縮空気の吐
出口である。
【００１８】
　なお、アキシャルギャップ型回転モータは、ロータ２２として、ロータヨークに円環状
に永久磁石が配置されており、いわゆるＰＭ（Permanent Magnet）モータである。よって
、図２に示した、本実施例でのスクロール式圧縮機本体１は、ＰＭモータ直動のスクロー
ル式圧縮機本体である。ＰＭモータにおいては、磁場と磁極の極性を合わせる必要があり
、インバータによる回転制御が一般的であり、インバータが認識している回転数と実際の
モータの回転数とが一致しない脱調と呼ばれる現象を防ぐ必要がある。
【００１９】
　次に、図１において、その動作について説明する。従来、圧縮機の運転を停止すると、
空気タンク内の圧縮空気が圧縮機本体の圧縮室内に逆流して回転部分が逆回転する不具合
を解決するために逆止弁を設けているが、逆止弁が故障して圧縮空気の逆流を遮断できな
くなった場合には、圧縮運転を停止したときに、旋回スクロールが運転時とは逆方向に高
速回転してしまい、遠心力による破損等の圧縮機本体の寿命を早めるという問題が生じる
。また、ＰＭモータが逆回転することで起電力が発生し、インバータ２のコンデンサが破
裂するなどの問題も生じる。そこで、本実施例では、圧縮空気の逆流を完全には遮断せず
流量を制限する逆流制御弁８を、逆止弁６と直列に接続する。これにより、逆止弁６が故
障して圧縮空気の逆流を遮断できなくなっても、逆流制御弁８で逆流の流量が制限されて
いるので、圧縮機本体の圧縮室内に逆流する量は少量となり、旋回スクロール１１の逆方
向回転は低速となる。このため、遠心力による破損の問題や起電力によるインバータ２の
コンデンサ破裂の問題などを解消できる。また、インバータ２で圧縮機本体の旋回スクロ
ールの逆回転を検知することで、逆止弁６が故障していることを判断できる。具体的には
、モータの電圧、電流を観測することで検知できる。
【００２０】
　このように、圧縮運転を停止したときに、完全に圧縮空気の逆流を遮断せず、少量を逆
流させることで、圧縮機本体の寿命低減を防止するとともに、逆止弁が故障したかを判断
できる。逆流制御弁８の流量制限は、例えば、全量の１／７に制限すれば良い。
【００２１】
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　また、圧縮運転を停止したときに、完全に圧縮空気の逆流を遮断しないために、吐出配
管内に残存した圧縮空気が圧縮機本体の圧縮室内に逆流してもよい。そのため、圧縮機本
体の吐出口近傍に逆止弁を設ける必要がなく、吐出口からの高温の圧縮空気による逆止弁
の劣化も避けることが出来る。すなわち、逆止弁６を第１のアフタクーラ５の後に配置す
ることで、熱による逆止弁の劣化を避けることができる。
【００２２】
　次に、逆流制御弁の具体例について説明する。図３は、本実施例におけるボール式逆流
制御弁の構成図である。図３（Ａ）は横断面図を示しており、ボール式逆流制御弁８０は
、ボディ８１とキャップ８２とボール８３とストッパ８４から構成される。また、図３（
Ｂ）はストッパ８４の正面図を示している。図３（Ｂ）に示すように、ストッパ８４には
孔８５が設けられている。
【００２３】
　図３（Ａ）において、ボール式逆流制御弁８０は、ボール８３がボディ８１内を移動可
能に設けられており、圧縮空気が流入ポート８０Ａ内に流入したときには、ボール８３が
ストッパ８４で移動を制限され、ストッパ８４に設けられた孔８５から圧縮空気が流出ポ
ート８０Ｂ側へと流通するのを許す構成となっている。また、圧縮空気が流出ポート８０
Ｂから流入する場合は、ボール８３がボディ８１のテーパ面８１Ａによって移動を制限さ
れる。ここで、テーパ面８１Ａの表面粗さを粗くすることで、ボール８３とテーパ面８１
Ａとの隙間から圧縮空気が流入ポート８０Ａ側へ漏れることになる。これにより、逆流す
る流量を制限することが出来る。なお、テーパ面８１Ａの表面粗さを利用するのではなく
、テーパ面８１Ａに溝を設けることで制限した圧縮空気を流通するようにしても良い。
【００２４】
　また、逆流制御弁の別の具体例について説明する。図４は、本実施例におけるディスク
弁式逆流制御弁の構成図である。図４（Ａ）は縦断面図を示しており、ディスク弁式逆流
制御弁９０は、流入ポート９０Ａおよび流出ポート９０Ｂが設けられた弁ケース９１と、
弁ケース９１の一部を構成し弁座９２Ａおよび開口部９２Ｂが設けられた隔壁９２と、弁
ケース９１のねじ穴に螺着され、軸方向にガイド穴９３が形成されたねじ９４と、段付の
円柱体として一体形成され一部がねじ９４のガイド穴９３に摺動可能に挿嵌されたディス
ク弁９５とから構成されている。
【００２５】
　また、図４（Ｂ）は、図４（Ａ）におけるａ－ａから見た弁座９２Ａの正面図である。
なお図４（Ｂ）におけるｂ－ｂから見た断面図が図４（Ａ）である。図４（Ｂ）に示すよ
うに、弁座９２Ａは、溝９２Ｃを有している。
【００２６】
　図４（Ａ）において、ディスク弁式逆流制御弁９０は、圧縮空気が流入ポート９０Ａ内
に流入したときには、ディスク弁９５が弁座９２Ａから離間することで、弁座９２Ａとデ
ィスク弁９５との間から圧縮空気が流出ポート９０Ｂ側へと流通するのを許す構成となっ
ている。また、圧縮空気が流出ポート９０Ｂから流入する場合は、ディスク弁９５が弁座
９２Ａと密着するが、弁座９２Ａには溝９２Ｃが設けられているので、ディスク弁９５と
溝９２Ｃの隙間から圧縮空気が流入ポート９０Ａ側へ漏れることになる。これにより、逆
流する流量を制限することが出来る。また、図４（Ｃ）のように、弁座９２Ａに溝を設け
ず、ディスク弁９５に孔９５Ｃを設けることで、その穴から圧縮空気を流入ポート９０Ａ
側へ逃がすことにより同様の効果を得ることができる。
【００２７】
　以上のように、本実施例は、回転式容積型圧縮機であって、回転によって容積を減じて
媒体の圧縮を行う圧縮機本体と、圧縮機本体の吐出口から排出した圧縮媒体を流通させる
吐出配管と、圧縮機本体への圧縮媒体の逆流を遮断する逆止弁と、圧縮媒体の所定量の逆
流が可能な逆流制御弁とを有し、逆止弁と逆流制御弁を吐出配管を介して直列に配置した
構成とした。
【００２８】
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　これにより、圧縮空気の逆流を完全には遮断せず流量を制限する逆流制御弁を逆止弁と
直列に接続することにより、圧縮運転を停止したときに、逆止弁が故障しても、圧縮機本
体に逆流する量は少量となり、圧縮機本体の寿命低減を防止するとともに、逆止弁が故障
したかを判断できる。
【００２９】
　以上実施例について説明したが、本発明は上記した実施例に限定されるものではなく、
様々な変形例が含まれる。例えば、上記した実施例はスクロール式圧縮機を用いて空気を
圧縮するスクロール圧縮機を例にとって説明したが、これに限定されるものではなく、例
えば、スクリュー式圧縮機でも良い。
【符号の説明】
【００３０】
１：スクロール式圧縮機本体、２：インバータ、３：電源、４：吐出配管、５：第１のア
フタクーラ、６：逆止弁、７：第２のアフタクーラ、８：逆流制御弁、９：エアードライ
ヤ、１０：圧縮機本体、１１：旋回スクロール、１２：固定スクロール、１３：吐出口、
２０：モータ、２１：ステータ、２２：ロータ、２３：シャフト、２４：モータケーシン
グ、２５：冷却ファン、８０：ボール式逆流制御弁、８０Ａ：流入ポート、８０Ｂ：流出
ポート、８１：ボディ、８１Ａ：テーパ面、８２：キャップ、８３：ボール、８４：スト
ッパ、８５：孔、９０：ディスク弁式逆流制御弁、９０Ａ：流入ポート、９０Ｂ：流出ポ
ート、９１：弁ケース、９２：隔壁、９２Ａ：弁座、９２Ｂ：開口部、９２Ｃ：溝、９３
：ガイド穴、９４：ねじ、９５：ディスク弁、９５Ｃ：孔

【図１】 【図２】

【図３】
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